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【足立区労働報酬審議会】会議録 

会 議 名 令和６年度 第２回 足立区労働報酬審議会 

事 務 局 総務部 契約課 

開催年月日 令和６年１１月１３日（水） 

開 催 時 間 午前１０時００分 ～ 午後０時１０分 

開 催 場 所 足立区役所１２階 １２０５－Ａ会議室 

出 席 者 

渡部 典子 会長 小倉 絵里 副会長 田中 克己 委員 

設楽  潔 委員 北野 元一 委員 早川 勝久 委員 

欠 席 者 なし 

会議次第 

１ 開会 

２ 議事 

  議案第１号 令和５年度公契約条例適用契約に関する労務台帳に 

ついて 

  議案第２号 令和６年度公契約条例適用契約について 

  議案第３号 令和７年度労働報酬下限額（案）について 

  議案第４号 令和７年度労働報酬下限額の答申（案）について 

３ 閉会 

資 料 審議資料 

そ の 他 
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（審議経過） 

１ 開会 

【総務部長挨拶】 

 

２ 議事 

◆会議の公開について 

○渡部会長 

 審議会は公開としていますが、非公開情報

とされているものに関する審議については審

議会を一旦中断し、議事を非公開としたいと

考えますがいかがでしょうか。 

 

－全委員了承－ 

 

◆議案第１号 令和５年度公契約条例適用契

約に関する労務台帳について 

◆議案第２号 令和６年度公契約条例適用契

約について 

【契約課長が議案について説明】 

 

〇早川委員 

 今回提出された労務台帳の中で、労働報酬

下限額以上の人がどれくらいいたのか、ある

いは以下だった人がいたのか教えてくださ

い。また、下限額以上を貰えなかった時の通

報制度がありますが、今年度は何件くらいあ

ったのですか。 

 

〇契約課長 

 下限額を下回っているということはなかっ

たと考えています。通報制度による申し立て

もありませんでした。 

 

〇早川委員 

 前回の審議会で、東京土建足立支部で１２

年間取り組んだアンケートのお話をしまし

た。引き続き月１回、公契約条例適用現場へ

行って、アンケートを行っています。７月以

降のデータがありますので、皆さんに情報と

してお知らせしたいと思います。アンケート

の方法としては、昼休みに出向きまして、現

場から出てくる職人さんに相対してアンケー

トをお願いしているということです。肝とな

るところは、いくらで従事しているのかとい

うところですが、この３か月間で３５人から

アンケートを取ることができました。日当２

万円以上で働いていると回答した方が１１人

いました。残りの方は１万円台で働いている

ということでした。この１１人のうち労働報

酬下限額以上で働いている方は、７人という

ことで、実に２８人が下限額以下で働いてい

るということが明らかになったということで

した。それについては、ボーナスや月給制な

どの要素もありますので、これがすべて正し

いとは言い切れませんが、一つの目安として

報告いたしますので、よろしくお願いいたし

ます。  

 

◆議案第３号 令和７年度労働報酬下限額

（案）について 

（工事請負契約） 

【契約課長が議案について説明】 

（熟練労働者） 

（Ａ案）前年度と同方式 

令和６年度公共工事設計労務単価の９０％ 

 

（Ｂ案）掛け率をアップ 

令和６年度公共工事設計労務単価の９１％ 

 

（Ｃ案）掛け率をアップ（２３区平均なみまで） 

令和６年度公共工事設計労務単価の９５％ 

 

（Ｄ案）現年度単価を基礎とする方式 

令和７年度公共工事設計労務単価の９０％ 

 

（熟練労働者以外） 
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（１）熟練工作業員と見習、手元等の区分に

ついて 

 国の労務費調査における職種分類の考え方

を資料に載せております。見習、手元等の方

については、原則として設計労務単価を定め

る際の調査では対象外とされております。見

習、手元等は設計労務単価の設定では出てお

りませんが、国自体の取り扱いとしては、そ

のようになっているということです。 

 

（２）算定案 

（Ａ案）前年度と同方式 

令和６年度公共工事設計労務単価(軽作業員)

の７２％ 

１，５８４円 

 

（Ｂ案）掛け率をアップ（２３区平均なみまで） 

令和６年度公共工事設計労務単価(軽作業員)

の７３％ 

１，６０６円 

 

（Ｃ案）掛け率をアップ（熟練工との差が漸

減となるレベルまで）           

令和６年度公共工事設計労務単価(軽作業員)

の７４％ 

１，６２８円 

 

（Ｄ案）他区と同様の方式 

令和７年度公共工事設計労務単価(軽作業員)

の７０％ 

１，６１５円 

※金額は推計値 

 

（Ｅ案）未熟練の区分をなくす 

令和６年度公共工事設計労務単価(軽作業員)

の９０％ 

１，９８０円 

 

 

〇早川委員 

 まず、熟練労働者の方ですが、国も建設業

界をどうにかしなくてはいけないということ

で、担い手三法が今年改正されました。改正

された背景というのは、やはり他産業と比較

して建設業界の賃金が相当低いということ

と、休暇が取れないということから敬遠され

ているというところです。特に若い人に。し

かも高齢化が進んでいるということもあり、

将来の建設業界が危ぶまれている状況が続い

ています。これをどうにかしなくてはならな

いということで、改正が行われました。特に

問題になっているのは、建設従事者の処遇、

賃金の問題です。これを大幅に引き上げなけ

ればならないと、国も推奨しています。今回

の算定案ＡからＥとありますが、労働者側と

すれば、Ｃ案、Ｄ案いずれかにしていただき

たいという要望があります。他区の状況をみ

ると、足立区が前年度の設計労務単価を基礎

としているのに比べ、他区は現年度の設計労

務単価を基礎としています。１年であっても

相当差があります。設計労務単価は年々５か

ら６パーセント程度上昇していますので、こ

の１年の差で、大きな賃金の差に結び付くと

いうことがあります。１年遅れによるメリッ

トもあるかもしれませんが、他区と同様の賃

金形態でお願いしたいということで、Ｃ案、

Ｄ案でよろしくお願いしたいというところで

す。 

 未熟練については、かねてから何度も言っ

ています。この未熟練の区分はどうなんだと

いうところです。撤廃してもらいたいという

ことです。事実、隣の草加市も未熟練の区分

がありませんし、千代田区もないということ

です。建設業界に若い人が入ってこないとい

うことであれば、未熟練区分は若い人にぴっ

たり当てはまるものですので、ここは大胆に
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Ｅ案とするのがいいと思います。 

 

〇田中委員 

 確かに２３区の算定状況をみると、前年度

を基礎としているのは足立区だけです。上が

っているときは遅れるし、下がっているとき

はありがたいという話だと思います。区の対

応として事務作業的にどういう影響がありま

すか。 

 

〇契約課長 

 前年度基礎であれば数字が既に出ているの

で、４月からいろいろ変わるにあたって、

様々な事務作業を早めに進められるというと

ころがあります。現年度基礎ですと、数字が

出るのは２月になり、そこから作業を始める

ことになりますので、そうした違いがありま

す。計算方法については、毎年ころころと変

えてしまうのは、整合性が保てないのではな

いかと思いますので、特別なものがない限り

は、できる限り変えないのが適当ではないか

と思います。 

 

〇早川委員 

 未熟練関係の算定方法の推移をみますと、

結構変えられています。５回の改善がありま

した。一方で熟練については、条例制定から

一貫して同一の計算方式でした。当初の総務

部長の小さく生んで大きく育てるという話も

ありました。算定の方法についても一考して

いいのかと思います。今回については、是非

とも改善の方向で進めてもらいたいというこ

とです。 

 

〇田中委員 

 改善なのかというところはありますが、そ

れは置きまして、見直しをするということで

すね。 

 

〇小倉副会長 

 先ほども質問がありましたが、現年度単価

をベースにしたときの事務的な問題はあまり

ないということでしょうか。 

 

〇契約課長 

 現年度ベースですと国から単価が示される

のは遅くなります。そうすると事務作業が厳

しくなります。 

 

〇小倉副会長 

 そうですよね。おそらくそれが故に、現年

度ベースではない形でここまできているのか

と思います。金額のベースというよりも、選

択の方法として現年度を選ぶということで少

し変化があるということでしょうか。 

 熟練工の方とそれ以外の方とベースを同じ

にすることで、結果的に底上げがされて、見

習い、手元の方が上がることで全体の引き上

げがされるということであれば辻褄が合う感

じはしますが、一律にしたときに、熟練工の

方は同じでは納得がいかないというあたりの

ことは、どういうものなのでしょうか。 

 

〇早川委員 

 設計労務単価５１職種の中に、未熟練区分

である軽作業員という区分が定められていま

す。ですので、条例の適用現場に入っている

労働者が未熟練であり、軽作業員区分に該当

すれば、熟練工とは賃金が違いますので、そ

の差は担保できるのかなと思います。そのあ

たりの心配はないかと思います。 

 

〇小倉副会長 

 それでは、そのような区別をすること自体

がどうなのかということでしょうか。 
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〇早川委員 

 さらには、この未熟練区分をなくして、設

計労務単価５１職種のうちの軽作業員に当て

はめることによって、事業者の事務的作業が

減ると思います。未熟練の人が軽作業員区分

なのか未熟練区分なのかを、事業者は選定し

なければいけないのですが、一本化されれ

ば、未熟練は設計労務単価５１職種のうちの

軽作業員というように、わかりやすくなると

思います。事業者にとってもわかりやすくな

り、労働者にとっても手取りが上がるという

ことになるので、どちらにとってもよろしい

ことなのかなと思います。 

 

〇田中委員 

 労働者はそうかもしれませんが、経営者は

わかっていますから、あまりそういう変化は

ないと思います。 

 算定方法の変更について、他区に倣うとい

うことであれば、未熟練区分は２３区の中で

千代田区だけがないという状況ですので、変

更による影響は区の方に頑張っていただくと

いうことで、現年度ベースとしてＤ案とＤ案

ではないかという気がします。 

 

〇早川委員 

 もし未熟練区分を撤廃して軽作業員の９割

ということであれば、時給単価は１９８０円

になるわけです。この１９８０円が高いのか

低いのかというお話になりますが、国交省の

審議会の中で、その人の技術・技能に合わせ

た年収試算というものを、公表しておりま

す。建設キャリアアップシステムはレベル１

から４まで区分されていますが、レベル１は

未熟練になります。レベル２は一般の職人さ

ん、レベル３は職長レベルの職人さん、レベ

ル４は高度な技能者ということで、４つの区

分に分けています。建設キャリアアップシス

テムの中で、各レベルの平均的な年収モデル

を出しています。レベル１は未熟練の区分で

す。当然、入って１日の未熟練の人もいる

し、２、３年やっている未熟練の人もいるの

で、それで同額というのはどうかというとこ

ろで、審議会の方でも３７４万円から５０１

万円と試算しております。入って１日という

人は最低の３７４万円に該当しています。こ

の試算では、週休２日で年間労働日数を２３

４日として計算しています。そうすると単純

計算して、３７４万円÷２３４日では、１日

１５９８３円、これを８時間で割ると１時間

当たり約２千円となりますので、正にＥ案の

１９８０円に合致する数字です。国交省の審

議会の中でも、３７４万円と、最低の時給は

２千円と示していますので、足立区において

も未熟練に関しては、これくらいの賃金を支

給するというのが妥当ではないかと思いま

す。是非とも検討いただくようお願いしま

す。 

  

〇契約課長 

 ３７４万円を単純に日数で割ってというこ

とですが、この金額にはボーナスなども含ま

れていますので、単純に比較はできないので

はないでしょうか。 

 

〇早川委員 

 この業界のボーナス事情は非常に厳しい状

況です。東京土建には１０００社以上の方が

加入していて、ボーナス関係の処理も厚生年

金などでやっていますが、私がやっている２

０年間で、ボーナスを４か月分支給している

ところはゼロです。中央値でいうと、ボーナ

スが出ていないところが圧倒的に多いです。

３０社に１社くらいの割合でボーナスが支給

されていて、１か月分であるとか、１０万円

とか、それくらいの支給額ですので、この３
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７４万円÷２３４日という計算は、実態でみ

れば妥当な金額になると考えています。 

 

〇田中委員 

 逆に考えると、それだけ貰えているという

ことですよね。設定しようとしている、例え

ばＥ案の金額より上の賃金を貰えているとい

うことです。現実がそういうことだとする

と、どうなのでしょうか。これが例えば２０

０万円だったらわかるのですが、既にＥ案よ

り貰えているということからすると、全体の

考え方、他区の状況、先ほどの小倉副会長の

お話も含めて考えると、Ｅ案はやりすぎでは

ないかなという気がします。 

 

〇設楽委員 

 労働条件が悪いから建設業界には人が来な

いのだということですが、それだけではなさ

そうな気がします。今の建設業界というの

は、汚れる、力仕事だ、それが厳しいという

批判はあるのかもしれませんが、その形でな

いと建設業は回っていかないのではないでし

ょうか。職人さんが集まらないという問題を

抱えていて、実際この先やっていけるのかと

いう不安は確かにあると思います。そのこと

と今の話には少し隔たりがあるような気がし

ます。建設業界の労働形態というのは、昔か

ら変わらないところがあります。このように

行政の方で関わって改善しているところもあ

りますが、根本的なところは変わってない気

がします。新入社員を採用しながらやってい

ければいいのでしょうが、そこまでいかない

会社はいくらでもあります。そうしたところ

にこのような下限額を適用しようとしても、

難しいと思います。根幹のところにメスをい

れないと、解決できないところがあるのでは

ないかという気がします。 

 

〇早川委員 

 事業者が、この賃金設定だと支払うことが

難しいということでしょうか。 

 

〇設楽委員 

 難しいというところもあるでしょうね。み

んながみんな、利益が上がっているというわ

けではないですから。大企業でも苦労してい

るところがあるくらいですから、ましてや中

小・零細に至っては、推して知るべしだと思

います。 

 

〇早川委員 

 民間の工事であればわかりますが、私たち

が議論しているのは、足立区の公契約条例と

いうところであります。足立区の方でも建設

業界の状況をよしとはしない、ダンピングが

行われて、その皺寄せが労働者の賃金にいっ

てしまって、建設従事者の下落が止まらない

という状況をどうにかしなければいけないと

いうことで、公契約条例がスタートしたとい

うことだ思います。区の方もきちんと定めて

下限額が払えるように、予定価格もそれを加

味して設定していると思います。一つの学校

の工事が、一昔前には４０億あればできたの

が、いまは１００億近くかかってしまうとい

う状況です。地元建設事業者の育成、労働者

の育成のために、区の方はきちんと支払いを

するので、それで労働者にもいき渡るように

してくださいというのが、公契約条例だと思

います。原資はきちんと予定価格として区が

積算しているので、払う能力はあると思うの

ですね。落札率が７０％、８５％だと設計労

務単価の９割を払うのは無理かもしれません

が、区の落札率は９０％以上で推移していま

すので、事業者には払えるだけの力はあるの

かなと思います。 
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〇田中委員 

 そうみる方がたぶん多いのだと思います。

事業者側からすると、実際はそうはなってい

ないというのが現実です。区の方にいろいろ

お願いしているところもあるのですが、令和

６年度の工事に対して落札した事業者の声と

しては、とても予算が合わないということで

す。不落になっているものもありますし、社

員を雇うために苦しいけれど何とか落札し

て、何とかやっていこうという事業者がとて

も多いです。予定価格がどうかという話です

が、申し上げているのは予定価格が我々の請

け負うべき金額とはずれがあるということで

す。落札率というのは非常にわかりやすく

て、予定価格と落札の比が出てきますが、実

際の中身というのは、予定価格も含めて、

我々事業者の積算も含めて、それぞれで細か

くみていかなければわからないです。単に落

札率でという話にはならなくて、事業者の状

況は非常に厳しいものがあります。ですか

ら、ここを変更して上げることで、さらに厳

しくなる事業者はあると思います。 

 

〇早川委員  

 単純なのですが、この下限額が払えないと

わかりつつ落札している事業者がいるという

ことですか。 

 

〇田中委員 

 それはわからないです。そこまで計算はで

きないです。実際にこの工事に何人の職人が

必要でというところまでやらないと。平米い

くらで今まではできていたというところまで

しか我々は押さえていません。実際に細か

く、コンクリートがどれくらい、ここには何

人ということで割り戻した結果、この下限額

を下回ってしまうなというようなことは、２

週間３週間ではできないです。区から出てい

る参考になる数量というのも、職人の数とい

うのは入ってないのです。コンクリートがど

れくらいのボリュームか、鉄筋のボリューム

はどれくらいあるかという数値的なことだけ

で、実際にはその内容についてはわかりませ

ん。我々は経験的なものでやるしかないので

す。これだけ物の価格が上がっている中で、

どうなんだというところがあり、ある意味、

賭けみたいなところで取って、何とかしてい

こうという事業者が、いまはとっても多いで

す。 

 

〇早川委員 

 区の仕事に関しては利益率が高くない、も

しくは下限額以上払ったら赤字かもしれない

ということであれば、そのことをきちんと区

の方に、これでは下限額以上の賃金を払えな

いのだから、予定価格を引き上げてほしいと

いう話をするべきです。区の方も払わざるを

得ませんから、この引き上げということにつ

いては耳を傾けていただいて…… 

 

〇設楽委員 

 結局、工事費用の精査がされていないので

す。きちんとした数字が出てくれば違うので

しょうが、それがない中での話ですと難しい

部分があります。 

 

〇早川委員 

 公契約条例の仕事というのは、受注したこ

とによって事業者が苦しむということが、絶

対あってはならないと思います。区の仕事を

やり、しっかり利益を上げられて、労働者に

は下限額以上の賃金を払えて、良質な建物を

区の方に提供するというのが、公契約条例で

す。原資となる予定価格の金額が低いという

ことであれば、区の方にお願いするしかない

のかなということだと思います。 



8 

 

 

〇契約課長 

 区の方で発注している所管課があります

が、基本的には最新の設計労務単価を基にし

て積算されていると認識しています。それと

落札率についてですが、資料にも推移を載せ

ています。ここ最近は９２％から９６％の間

で推移していて、おおむね横ばいという状況

です。 

 

〇小倉副会長 

 落札した後のことですが、資材が異常に高

騰しているなどの状況の変化があったとき

に、契約内容の見直しというのはあるのです

か。 

 

〇契約課長 

 国からも、物価上昇などの状況の変化につ

いては、インフレスライドということで最新

の状況を踏まえることが示されていますが、

それは区としても実施しているところです。 

 

〇設楽委員 

 世間相場に対する工事費用というところか

らも、先ほどの工事費用の精査が進められた

らと考えます。 

 

〇渡部会長 

 とりあえず熟練労働者の方ですが、Ｃ案か

Ｄ案を希望するということですよね。事務作

業的なこともあるということでした。 

 

〇田中委員 

 区の方に腹を決めていただいてということ

になりますが。数字に手を入れるのはどうか

というところはあります。 

 

〇北野委員 

 数字ありきになってはよくないですね。 

 

〇田中委員 

 そうですね。 

 

〇小倉副会長 

 Ｃ案を取ると、この先９６％にするのかと

いう話にもなってしまいます。 

 

〇田中委員 

 Ｄ案にして、この先どうしていくのかとい

うことになる気もします。 

 

〇小倉副会長 

 Ｄ案ですと現状に即応できてよいと思いま

すが、工数的に大きく変わってしまうところ

は懸念されます。 

 

〇田中委員 

 台帳方式を変えようというタイミングでと

いうことからは、大変かと思います。そちら

の準備作業もあるでしょうから。そうしまし

たら、来年Ｄ案にすることを前提に、今回は

Ｃ案としてはどうでしょうか。 

 

〇設楽委員 

 先に希望はありますね。 

 

〇小倉副会長 

 数字合わせのようになりますが…… 

 

〇田中委員 

 なりますが、Ｄ案に行く一歩手前でという

ことです。制度を大きく変えようというとき

に、ここまでやるのはどうなのかという気も

しますので。 

 

〇設楽委員 
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 作業量が多くなりますね。 

 

〇渡部会長 

 影響がなければＤ案を見据えてということ

ですが、いかがですか。 

 

〇北野委員 

 来年Ｄ案にするという付帯条項を付けて、

金額的に近いＣ案にするという解釈ですね。 

 

〇小倉副会長 

 本来は現年度単価を使いたいところではあ

るが、急激な変更は避ける意味でということ

ですね。 

 

〇契約課長 

 今回はとりあえずＣ案として、来年度はＤ

案を見据えてということですね。 

 

〇田中委員 

 また違ういい案が出るかもしれませんが。 

 

〇契約課長 

 来年については決定ではなく、来年は改め

てＤ案を審議するということでよろしいでし

ょうか。 

 

－全委員了承－ 

 

〇契約課長 

 熟練工以外についてはどうでしょうか。 

 

〇田中委員 

 こちらも同じことですよね。 

 

〇契約課長 

 設計労務単価の年度は熟練工と揃えること

になるのではないでしょうか。 

 

〇田中委員 

 そうするとＣ案でしょうか。金額レベルが

上になりますね。金額レベルが揃う１６１５

円になるパーセンテージを逆算してはどうで

すか。これも移行の手前という考え方で。 

 

〇渡部会長 

 ７３．４％ですと切り上げて１６１５円で

す。 

 

〇契約課長 

 それでは、令和６年度軽作業員の設計労務

単価に７３．４％をかけた１６１５円という

ことでよろしいでしょうか。 

 

－全委員了承－ 

 

（業務委託契約・指定管理協定） 

【契約課長が議案について説明】 

（Ａ案）前年度と同方式 

令和６年度区会計年度任用職員（事務補助）

報酬（改定後想定額）を基礎とし、令和６年

の最低賃金の増加率を反映させる 

１，４１１円 

 

（Ｂ案）Ａ案で、加味するのは最賃増加額 

令和６年度区会計年度任用職員（事務補助）

報酬（改定後想定額）を基礎とし、令和６年

の最低賃金の増加額５０円を加算する 

１，４００円 

 

（Ｃ案）Ａ案で、最賃増加率を加味しない 

令和６年度区会計年度任用職員（事務補助）

報酬（改定後想定額）のみを基礎とする 

１，３５０円 
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（Ｄ案）現行の下限額に令和６年の最低賃金

増加分を上乗せ（最賃との差を維持）    

現行の下限額１，２１９円に令和６年の最賃

増加額５０円を加算 

１，２６９円 

 

〇北野委員 

 Ａ案からＤ案が示されましたが、一つの考

え方として、先ほど工事のところで契約課長

が言われたとおり、計算方法を都度変えるこ

とについて、昨年が臨時的なものであれば元

に戻すのが正当だとは思います。会計年度任

用職員の報酬額というのは、当然、来年も上

がるということが想定されるわけです。会計

年度任用職員については４月に遡って改定さ

れます。業務委託の来年４月からの時給額を

計算するには、現行の会計年度任用職員の上

げ幅を推定しなければならないわけですが、

推定が難しいので、最賃の上げ幅を参考にし

て上げるということでいくと、やはりＡ案、

Ｂ案ということではないでしょうか。会計年

度任用職員と業務委託の従事者の賃金を揃え

るということでいくと、Ａ案、Ｂ案のどちら

かにするのが妥当だと思います。つまり、区

のサービスを提供する労働者の時給が、区に

直接雇われるのか、それとも業務委託先で雇

われるのかによって、金額に開きがあるとい

うのは、理屈として合わないのではないかと

思います。それから、今回大幅な改定がされ

るということを予測するのは、去年の段階で

は難しいことだと思いますが、ここできちん

と計算方法を確立して、来年の正しいと思わ

れる数字に近づけるような下限額ということ

でいくと、Ａ案、Ｂ案でできないかなと思い

ます。連合東京の方で、現在審議中のものも

含めて、区から提案された状況を集計してい

ます。平均は１３５０円です。審議中のもの

も含めてですので、これよりも上振れする可

能性は十分にあります。一部の区では１４０

０円を超えて、１４００円台の後半に入りか

けているところもあります。足立区の場合、

そこまで一気にというのは難しいかもしれま

せんが、１４００円台で内定しているところ

もあるということを踏まえていただければと

思います。 

 

〇田中委員 

 指定管理、業務委託を受けている事業者さ

んから聞いてきたのですが、まず、区との契

約というのは５年間ということでよろしいの

でしょうか。 

 

〇契約課長 

 指定管理については、５年間が多いと思い

ます。 

 

〇田中委員 

 その５年の間に、労働報酬下限額が上がっ

た場合に、下限額と同水準で払っていた事業

者さんは上げなければならないということな

のでしょうか。 

 

〇契約課長 

 上げていただくことになります。 

 

〇田中委員 

 そうすると、その差は誰が負担するのです

か。 

 

〇契約課長 

 基本的には、５年契約の先を見据えて、上

昇率も見込んで契約をしているという認識で

す。ただし、最近の状況として急激な人件費

の高騰などがある中で、契約の見直しなどは

あまりないのが実態ですが、見直しはできる

ようにはなっています。 
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〇田中委員 

 事業者さんは区にそういったお願いをして

いるということです。そして、伺った話です

と、年間で７千万円のマイナスになっている

そうです。区が変更に応じないと、毎月それ

を負担することになっているそうです。です

から、そこはまず適切な金額に変更していた

だくのと、元から見直していく仕組みが必要

と思います。もちろん上がるときには上がる

し下がるときには下がるでいいのでしょう

が、下がるときには儲かるだろう、上がると

きには我慢しなさいというのは、大変に厳し

い話だなと思っていて、ここに手を入れるの

はシビアな話だと思っています。どれくらい

上昇を見込んでいるかというような話は、プ

レゼンなどであるのですか。 

 

〇総務部長 

 協定の前提として、プロポーザルで金額や

内容などを総合的に判断しますが、その際に

金額の妥当性などは評価します。しかし７千

万円というのは驚いています。 

 

〇田中委員 

 本当かどうかを確認しているわけではあり

ませんが、そういうオーダーらしいです。何

百人と抱えられていて、一人１０円上がった

だけでもという話です。 

 

〇総務部長 

 指定管理の業態にもよりますが、例えば５

年という中で、年度ごとに年度協定で金額は

決めていて、大きな修繕だとか大きな物の入

れ替えが必要などの状況を、協議しながら金

額を変えていくというようになっています。

物価が高騰しているだとか、人が雇えないの

で求人のために新たにお金が必要だというよ

うなことが、きちんと根拠があれば、そこは

公費を投入して立ちいかなくならないように

協議はできることになっています。 

 

〇田中委員 

 そうしていただくことが前提だと思いま

す。 

 

〇北野委員 

 年度ごとに金額の見直しはできますという

ことですので、事業者の負担というのは、そ

う大きくならないのではないかと思います。

俗論のようになってしまいますが、中小企業

の賃上げが今なかなか進まないというところ

がありまして、社会問題化している状況があ

ると思います。大手に対しての製品やサービ

ス提供の価格の中に、人件費が転嫁できな

い、許されない部分があって、大手は自分の

ところの社員は大幅に上げているけれども、

下請けなり中小のところには、価格への人件

費の転嫁を許していないというところで、大

きな開きが出ているのが現状かと思います。

こういう言い方をすると区に対して失礼です

が、大手と中小企業というところに、足立区

と業務委託の契約先というのを当てはめてい

くと、足立区職員の特に若手の職員や会計年

度任用職員は大幅に賃金が上がっているけれ

ど、足立区の業務を受託して、そこで働いて

いる人の賃金はあまり上がらないという状況

に置き換えられるような気がします。そうい

うことがないような報酬額の設定というの

を、やはり希望したいということです。 

 

〇総務部長 

 公の仕事を担っていただいているので、モ

ニタリングなどを通じて、費用の使い方、人

件費が適切に払われているのか、そういった

ことをきちんとみていかなければならないと
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思います。指定管理のサイクルを見直してい

きます。 

 

〇小倉副会長 

 現場にいる人の人数的なところについて、

忙しいという状況があると、時間外がどうし

ても発生しやすい現場になっていくと思いま

す。当然、単価が上がって、時間外が発生す

ると、それに対しての２５％増しということ

になり、どんどん費用が発生してきてしまう

と思うので、人員の確保ができるような環境

も併せて担保されていかないと、事業者の方

にとっても、人数が少ないがゆえに残業して

いただかざるを得ず、そこに費用がかかって

くる。働く方もあまり働きたくない気持ちが

あったとしても、働いてもらわざるを得ない

という、双方にとっていい状況ではなくなっ

てしまいます。現場の人手不足が顕著なので

あれば、そこは改善できるような方策を提案

していただけるといいなと思います。 

 

〇契約課長 

 資料にも他自治体の状況を載せさせていた

だいています。委員からも審議中のものも含

めて、平均して１３５０円程度というお話が

ありました。 

 

〇田中委員 

 この数字というのは、いつまでに決める必

要があるのですか。 

 

〇契約課長 

 審議会で意見をまとめていただき、その意

見を踏まえて区で決定していきます。 

 

〇契約制度改善担当係長 

 来年度の予算編成のスケジュール的にも、

本日で意見をまとめていただきたいところで

す。 

 

〇田中委員 

 他自治体の状況として、２３区はどこも決

まっていませんが、６自治体で決まってい

て、一番上がっているところで７．４％増、

一番低いところで５．５％増です。都の最賃

の上り幅も５％程度だとすると、１５％くら

いいきなり上がるというのは、大変な数字で

はないかと読めてしまいます。そして私が聞

いてきたような話がまだ具体的に起きていな

いということだとすると、まずそういった範

囲内で収めたうえで、この１年は状況をみ

て、事業者さんと区がどういう話し合いをし

てきたのか、どう動いたのかというのをみな

いとと思います。大きく上げてしまうという

のはどうでしょうか。事業者さんは少なくと

も私がいま申し上げたくらいの数字で見込ん

でいるのではないでしょうか。５％程度と

か、そこで１５％という数字はどうなのでし

ょう。 

 

〇契約課長 

 どの業界でも人手不足という状況で、採用

するのに金額を上げていると思います。 

 

〇田中委員 

 そうですね。これはあくまで下限額です

が、雇える金額については、我々がそれを決

めることではないです。そうであれば、事業

者さんは上げるでしょうし、そこは事業者さ

んに任せるということではないでしょうか。 

 

〇北野委員 

 今ほぼ内定している区ですが、公開されて

いるところでお話をしますと、新宿区が１４

４５円、中野区が１３８０円です。一部低い

ところがありまして文京区が１２９５円とい
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うことになっています。それ以外のところに

ついては、検討中、区からの提案のみという

ところですが、そうしたものを含めて平均し

て１３５０円というのが現在の状況になって

います。 

 

〇田中委員 

 新宿区と中野区の指定管理に関する契約の

内容は、どういう内容なのでしょうか。毎年

見直して金額が増えていくのでしょうか。 

 

〇北野委員 

 そこまでは把握していませんが、足立区で

も毎年見直しはできるというシステムだとい

うことです。 

 

〇田中委員 

 実際は対応してもらえていないということ

です。 

 

〇総務部長 

 最初の設定のときに、ある程度の物価上昇

等を見込んでいるということです。 

 

〇田中委員 

 上げるのであれば、少なくても都の最賃の

上げ幅との差は補償するということがないと

納得しにくいです。１５％上げるとして、少

なくても５％との差、１０％については話し

合いに応じるような考え方が区の方にあるの

であれば、そういう数字もあるかなと思いま

す。 

 

〇契約課長 

 北野委員から他区の状況について情報をい

ただきましたが、１３００円を下回るくらい

のところが４区くらいあります。 

 

〇北野委員 

 そこについては、まだ審議中、一回目の提

案を受けたといったところで、これから審議

をする第２回目で決まるのだろうと思いま

す。 

 

〇契約課長 

 １４００円を超えるところもあります。１

３００円を少し下回るところと１４００円を

超えるところとで、二分されているというと

ころでしょうか。 

 

〇北野委員 

 そうですね。その全部の平均が１３５０円

というところですが、今回提示されているう

ちのＣ案と数字的には合致するということで

す。 

 

〇契約課長 

 どこの区も会計年度任用職員や若い職員の

給与を基にしていると思います。特別区人事

委員会の勧告では平均して３％程度の上昇で

すが、その中で新規採用や会計年度任用職員

のところは、大きく上がっています。そうい

ったことを踏まえて、他の区もこれまでの計

算ではかなり高いものになり、それでは上が

りすぎるというところで、ある程度は前年度

の伸び率程度に抑えようとしているのが実態

なのではないかと思います。 

 

〇北野委員 

 区からの提示で１３００円までいっていな

いところというのは、ほとんどが会計年度任

用職員の報酬を基に算定しているところだと

思います。足立区の場合ですが、第１回の審

議会時点において、前年度なみで推計した場

合は１２７５円と説明されていました。その

後、想定以上の上げ幅が示されたところで、
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Ａ案、Ｂ案では上げ幅が２００円を超える数

字となっています。全体の平均をとるのであ

れば、１３５０円かなということになりま

す。それまでは単純に前年度の報酬額で求め

ていて、最賃の上昇幅を加味することはして

きませんでした。先ほども申しあげたとお

り、区からの行政サービスを提供する労働者

の報酬というのは、やはり同レベルであるべ

きだと考えるのであれば、最低でも会計年度

任用職員のところまでには揃える必要がある

とは思います。 

 

〇契約課長 

 過去の算定の推移の資料の中の前年度比を

見ていただくと、昨年度は８９円、７．９％

の増でしたが、それ以前はだいたい３％程度

ということでもありますので、最終的に決め

る際には、その辺のところも参考になるので

はないでしょうか。 

 

〇田中委員 

 初めの方で、今年度の適用契約の説明があ

り、委託はすべて期間が１年で、複数年はな

いのですか。 

 

〇工事契約係長 

 たまたま１年のものばかりでした。 

 

〇田中委員 

 このほかにも適用を受けるものはかなりあ

るのですよね。どれくらいの件数でしょう

か。 

 

〇契約制度改善担当係長 

 おおむね１０件台後半です。 

 

〇田中委員 

 適用となっている契約を全部載せていただ

いた方がわかりやすいですね。 

 

〇契約課長 

 確かにそうですね。 

 

〇田中委員 

 北野委員のおっしゃることは私もそう思い

ます。事業者が泣くということがないのであ

れば、逆にそうすべきだと言いたいくらいで

す。しかし事業者さんが負うということです

と、それでいいのかなと思います。 

 

〇北野委員 

 区としては、今後、人件費の上げ幅という

のは５年のスパンですと相当の差が出てきま

すし、物価の高騰が顕著な時代の中で、随時

に見直しなりは可能であるということでし

た。実際にやっていかれるという解釈でよろ

しいのですか。可能にはなっているができな

いということなのか、可能だからやりますよ

ということなのか。当然、こうして人件費が

上がっていけば、事業者さんからは発注価格

に転嫁してほしいという意見は今後出てくる

と思います。 

 

〇田中委員 

 実際にそういった東京都のことであるとか

他自治体のことだとか、資料も揃えて提出し

て見ていただいていると聞いています。しか

し、実際に変更にはなっていないということ

です。 

 

〇総務部長 

 必要性をしっかりご説明いただいてという

ことで、単に物価高騰だから何％というので

は難しいですね。 

 

〇北野委員 
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 そのとおりです。きちんと根拠を示して協

議したうえで変えていくのは可能だというこ

とですね。今後の報酬下限額だけではなく、

良質な行政サービスを提供するには、その部

分はきちんと運用していただかないとと思い

ます。区の直接雇用の方はできるけど、業務

委託の方は人件費の切り下げで人員の削減が

あったり、疲弊してしまうような悪循環にな

ってしまうと思いますので、きちんと区の方

で対応していけるのであれば、ある程度は良

質な人材を集めるための報酬額の改定は可能

だと思います。 

 

〇契約課長 

 国からも、そうしたことがあった場合に

は、適切に対応してくださいときています。

具体的にどうするのかは、それぞれ個別に判

断していくものだと思いますが、それなりの

根拠を出していただいて対応できるように、

いま検討中ですので、引き続き適切にやって

いきたいと思います。 

 

〇渡部会長 

 協定がまとまったケースはないけれども、

そういう交渉は始まっているという理解でよ

ろしいですか。 

 

〇契約課長 

 個別に話があればですね。 

 

〇渡部会長 

 下限額が３％、３％、０％、３％、８％と

上がってきているのに、５年前の積算でとい

うのはどうなのかと、それでまだ新しい協定

がないというのはどうしてなのかと思いま

す。 

 

〇田中委員 

 対応していただくということを議事録に留

めていただいたうえで、Ｃ案ということでし

ょうか。 

 

〇小倉副会長 

 きちんと決めても、払えないという状況が

あるとすると、絵に描いた餅のようになって

しまいます。引き上げたいという気持ちもあ

りますが、実態として厳しいということです

と、懸念材料になります。その担保をしたう

えでということだと思います。先々の最賃な

ども見込んで積算されてきたと思いますが、

近年の上り幅は想定を超えていると思いま

す。そこでＣ案の金額は、それほどおかしい

金額ではないと思いますが、現場の方では厳

しいとなるのが、一番の懸念材料です。そこ

のフォローがあって初めてその金額がいいか

なと思います。 

 

〇北野委員 

 やはり区の方できちんと対応していただい

て、事業者の個別の契約の見直し等々に対応

していただくということを踏まえたうえでと

いうことですね。 

 

〇契約課長 

 工事契約については、物価スライドの計算

方法もある程度は定められたものがあるので

すが、委託やその他の契約については、国か

らは適切に対応するようにということだけ

で、具体的にどうやるべきかということは示

されていない状況です。どこの自治体も苦慮

しているのかなと思います。基準を設けるの

も、それぞれなのでなかなか難しい状況です

が、そうは言ってもきちんと対応していきた

いと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 
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〇早川委員 

 そうしたことを、答申に付す意見に盛り込

んで、言葉として残した方がより実効性があ

ると思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 

〇契約課長 

 それでは、ここはどうしましょうか。 

 

〇北野委員 

 Ｃ案ですね。 

 

〇渡部会長 

 条件付きでＣ案ということですね。 

 

－全委員了承－ 

 

（指定管理（区外施設）） 

【契約課長が議案について説明】 

（Ａ案）前年度と同方式 

令和６年度下限額に、区内施設の下限額前

年度比増加額のうち会計年度任用職員報酬

相当額部分の増加額を加算した額 

日光 １，１２２円 

鋸南 １，１６４円 

 

（Ｂ案） 

施設所在県の最低賃金額と同額 

日光 １，００４円 

鋸南 １，０７６円 

 

（Ｃ案） 

施設所在県の最低賃金額＋当年１０月の最

賃改定差額 

日光 １，０５４円 

鋸南 １，１２６円 

 

 

（Ｄ案） 

施設所在県の最低賃金額に区内施設下限額

の対最賃との比率を乗じた額 

日光 １，１６５円 

鋸南 １，２４９円 

 

（Ｅ案） 

令和６年度下限額に、同金額に区内施設下

限額の前年度比増加率を乗じた額を加算し

た額 

日光 １，０９８円 

鋸南 １，１４５円 

 

〇契約課長 

 Ａ案とＤ・Ｅ案は上げ幅がかなり大きく

なっています。 

 

〇渡部会長 

 あまり上がりすぎるのはどうかと思いま

す。これまでの算定方法と異なることにな

ってもそれはかまわないのですね。 

 

〇北野委員 

 区内施設の方が１０％程度の増でしたの

で、それくらいが適切かなと思います。金

額、上昇率からＣ案がいいかと思います。

算定方法は変わることになりますが、同じ

区の施設同士のバランスが取れていないの

はよくないと思います。 

 

〇田中委員 

 こういうのは場所場所でやっていますよ

ね。ですから、そこはあまりこだわらなく

てもいいように思います。 

 

〇渡部会長 

 Ｃ案以外でというご意見はないでしょう

か。 
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〇小倉副会長 

 令和７年１０月の最賃改定で、上げ幅次

第で下限額が最賃を下回ることも考えられ

ますので、改正後の最低賃金額を下回った

場合ということを盛り込んでおきたいと思

います。 

 

〇渡部会長 

 それでは、Ｃ案ということで、最賃の改

定で改正後の最低賃金額を下回った場合

は、その時点で変わるということでよろし

いでしょうか。 

 

－全委員了承－ 

 

〇小倉副会長 

 工事契約の熟練労働者以外のところで、

その区分をなくすというものについて、今

回は見送りました。２３区中１区のみとい

う状況ではありますが、それでやめてしま

うということではなく、引き続き検討事項

としていくというのは、どこかに意見とし

て入れていいのかなと思います。 

 

◆議案第４号 令和７年度労働報酬下限額

の答申（案）について 

〇契約課長 

 本日の審議内容により修正をさせていた

だいた上で、区長へ答申ということにさせ

ていただきたいと思います。 

 

〇渡部会長 

 それでは、意見欄も含めて皆さんに確認

いただいたうえで、区長に提出ということ

でよろしいでしょうか。 

 

－全委員了承－ 

 

○渡部会長 

 他にご意見はありませんか。 

 

〇田中委員 

 先ほど申しあげた、適用中の案件をわか

るようにお願いいたします。 

 

〇契約課長 

 準備してまいります。 

 

〇早川委員 

 従事者への公契約条例の周知についての

お話です。足立区のアンケートでも組合の

アンケートでも、周知割合が３割に留まっ

ているという認識は皆さんお持ちだと思い

ます。この間、連合東京さんの公契約シン

ポジュウムというものが開催されまして、

契約課長がパネリストとして参加していま

した。今後、足立区でこの周知割合を引き

上げるためにどうすればいいかということ

について、区職員による現場確認をやって

いくということを話されていました。区職

員ができる限り条例適用現場に赴き、状況

確認や働きかけを行うということです。頻

度とかどういう風に考えているのか、組合

の立場で言えば、こうした状況確認や働き

かけは毎年やっていただきたい、連絡して

行くのではなく抜き打ちで行っていただき

たい、もしアンケートを取るのであれば無

記名でとっていただきたい、そうしないと

リアルな状況は見えてこないということで

すので、可能であればお願いしたいという

ところです。 

 

〇契約課長 

 区の方としては、工事の中間検査ですと

か、そういった機会に、職員から現場代理
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人を通じてとか、接触できるような方な

ど、それぞれ現場によってできるところ、

できないところがあると思いますので、で

きる限り継続的にやっていきたいと思って

おります。まずは、ポスターがきちんと貼

られているか、公契約条例を知っている

か、そうした啓発のところから始めさせて

いただきたいと考えています。 

 

〇渡部会長 

 他にはよろしいでしょうか。 

 本日の議事録についても事務局で作成の

うえ、委員の皆様に確認いただいた後、区

長に提出ということでよろしいでしょう

か。 

 

－全委員了承－ 

 

○渡部会長 

 これを持ちまして、令和６年度第２回労

働報酬審議会を閉会させていただきます。

円滑な議事進行にご協力いただき、ありが

とうございました。 


